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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　結着樹脂及び着色剤を含有する粉体粒子を、熱処理装置を用いて熱処理する粉体粒子の
熱処理方法であって、
　該熱処理装置は、
　（１）該粉体粒子の熱処理が行われる円筒形状の処理室と、
　（２）該処理室に該粉体粒子を供給するための粉体粒子供給手段と、
　（３）該処理室に供給された該粉体粒子を熱処理するための熱風を該処理室に供給する
ための熱風供給手段と、
　（４）熱処理された該粉体粒子を冷却するための冷風を該処理室に供給するための冷風
供給手段と、
　（５）該処理室の下端部側から熱処理された該粉体粒子を回収する回収手段と、
を有し、
　円筒形状の該処理室は、その中心軸が垂直方向になるように設置されており、
　該粉体粒子供給手段は、
　（ｉ）該処理室の外周部の、熱風供給手段の出口部よりも下流側に複数設けられており
、
　（ｉｉ）該粉体粒子供給手段の出口部から噴射される該粉体粒子の噴射方向を該処理室
の垂直方向及び水平方向に関して調整可能な調整機構を具備しており、
　該熱風供給手段は、該処理室に供給される熱風が該処理室内を旋回するように設けられ
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ており、
　該回収手段は、該処理室内を旋回する該粉体粒子の旋回方向を維持するように、該処理
室の外周部に設けられており、
　該処理室の垂直方向の断面において、
　　該粉体粒子供給手段の出口部から噴射される該粉体粒子の噴射方向と
　　水平方向と
により成される角度を垂直噴出角度α（°）とし、
　該処理室の水平方向の断面において、
　　該粉体粒子供給手段の出口部から噴射される該粉体粒子の噴射方向と
　　該粉体粒子供給手段の出口部と該処理室の該中心軸とを水平方向に結ぶ方向と
により成される角度を水平噴射角度β（°）としたとき、
　該垂直噴出角度α（°）及び該水平噴射角度β（°）が、
　　－４５（°）≦α≦＋４５（°）
　　－２０（°）≦β≦＋９０（°）
を満足するように、該処理室に該粉体粒子を供給する
ことを特徴とする粉体粒子の熱処理方法。
【請求項２】
　前記冷風供給手段は、前記処理室の外周部に複数設けられており、かつ、前記冷風供給
手段から供給された冷風が前記処理室の内周面に沿って前記熱風の旋回方向と同方向に旋
回するように設けられている請求項１に記載の粉体粒子の熱処理方法。
【請求項３】
　前記冷風供給手段は、前記粉体粒子供給手段より下流側に、同一周方向とはならないよ
うに複数設けられている請求項１又は２に記載の粉体粒子の熱処理方法。
【請求項４】
　前記熱処理装置は、前記処理室に供給された該粉体粒子の流れを規制するための規制手
段を前記処理室に有し、
　該規制手段は、前記処理室の前記中心軸上に、前記処理室の下端部から上端部に向けて
突出するように配置された、断面が円形状である柱状部材である
請求項１～３のいずれか１項に記載の粉体粒子の熱処理方法。
【請求項５】
　結着樹脂及び着色剤を含有する粉体粒子を、熱処理装置を用いて熱処理する熱処理工程
を有するトナーの製造方法において、
　該熱処理工程が、請求項１～４のいずれか１項に記載の熱処理方法によって行われるこ
とを特徴とするトナーの製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、電子写真法、静電記録法、静電印刷法、またはトナージェット方式記録法の
如き画像形成方法に用いられるトナーの熱処理装置及びトナーの製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　電子写真技術を用いた画像形成装置は、オフィスや家庭におけるプリンターや複合機と
してのみならず、近年では、広告やパンフレットなどの商業印刷用途においても用いられ
るようになってきた。そのため現像剤としてのトナーに求められる性能も多種多様化し、
その用途ごとに応じた多品種のトナーが求められている。
【０００３】
　近年、複写機やプリンター用の転写材として、普通紙やオーバーヘッドプロジェクター
用フィルム（ＯＨＴ）以外に、光沢紙等の厚紙やカード、葉書等の小サイズ紙等への多様
なマテリアル対応の必要性が求められてきている。そのため転写性能としてトナーに要求
される性能も一段と厳しくなりつつある。
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【０００４】
　これら転写効率を上げる手法の一つとして、粉砕法により製造されたトナー（以下、粉
砕トナーともいう）を熱により球形化することにより改良させる検討が近年行われてきて
いる。しかしながら、トナー形状を球形化しすぎると、電子写真工程内のクリーニング工
程にて不具合が発生し易く、転写性とクリーニング性を両立するためトナーの球形化度の
高度な制御が求められている。
【０００５】
　粉砕トナーにおける熱球形化の方法としては、例えば、特許文献１においては、原料で
ある粉体粒子を分散させるための旋回機構と、分散された粉体粒子を、その内側から加熱
する加熱機構を持つ熱処理装置が提案されている。上記装置構成においては、原料の粉体
粒子の分散気流と加熱気流が、逆の旋回方向となる様に粉体粒子を供給することにより分
散を容易にし、所望の球形化度を確保している。しかしながら、粉体粒子の処理量の増加
或いは長期の使用においては装置内への原料の融着等の弊害が発生することがあった。
【０００６】
　また、上記装置構成においては、組成、物性等の異なる多品種の粉体粒子を連続的に製
造する場合において、原料である粉体粒子の粒子径或いは比重の違いにより、装置内での
原料分散が不十分となり、所望の球形度が得られなかったり、装置内への融着等を引き起
こし易かった。
【０００７】
　また特許文献２においては、原料である粉体粒子の分散気流を外周部から熱風を加え熱
処理を行った後、側壁上部からの冷却風をスリット状に吹き込むことにより粒子の付着及
び乱流を抑え、生産性を向上させるという提案がなされている（特許文献２参照）。
【０００８】
　しかし、この装置構成では、原料である粉体粒子の分散気流を大量に必要とされるため
加熱気流が冷却されてしまい、粉体粒子の球形化に必要以上の熱量をかけなくてはならな
い。このため、粉体粒子が装置内で受ける熱量にばらつきが生じ、均一な熱処理を行えず
、処理後のトナー粒子の形状を均一化できない場合がある。また同様にして組成、物性等
の異なる多品種の粉体粒子を連続的に製造する場合において、熱風温度及び熱風量調整が
困難であり運転時間の延長、消費エネルギー増加の原因となり易かった。
【０００９】
　このように、一定条件下での粉体粒子の球形化は可能であるものの、球形化度調整が容
易で、多品種粉体粒子を連続的且つ、長期にわたり安定的に作り出すことのできる熱処理
装置、製造方法が未だないのが現状である。
【００１０】
　尚、本発明明細書内に記載されるトナー粒子の粗大粒子は、トナー粒子重量平均粒子径
（Ｄ４）の２倍以上の粒子群を示す。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１１】
【特許文献１】特開昭６２－１３３４６６号公報
【特許文献２】特開昭５９－１２５７４２号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１２】
　本発明の目的は、組成、物性等の異なる多品種の粉体粒子を連続的に製造する場合にお
いても、条件変更時間を短縮化するとともに、長期に渡り安定的に、粉体粒子の球形化が
可能な製造方法を提供することである。
【００１３】
　本発明の目的は、転写性とクリーニング性を両立し高精細・高品位な画像を満足するト
ナーが得られる製造方法を提供することである。
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【課題を解決するための手段】
【００１４】
　本発明は、結着樹脂及び着色剤を含有する粉体粒子を、熱処理装置を用いて熱処理する
粉体粒子の熱処理方法であって、
　該熱処理装置は、
　（１）該粉体粒子の熱処理が行われる円筒形状の処理室と、
　（２）該処理室に該粉体粒子を供給するための粉体粒子供給手段と、
　（３）該処理室に供給された該粉体粒子を熱処理するための熱風を該処理室に供給する
ための熱風供給手段と、
　（４）熱処理された該粉体粒子を冷却するための冷風を該処理室に供給するための冷風
供給手段と、
　（５）該処理室の下端部側から熱処理された該粉体粒子を回収する回収手段と、
を有し、
　円筒形状の該処理室は、その中心軸が垂直方向になるように設置されており、
　該粉体粒子供給手段は、
　（ｉ）該処理室の外周部の、熱風供給手段の出口部よりも下流側に複数設けられており
、
　（ｉｉ）該粉体粒子供給手段の出口部から噴射される該粉体粒子の噴射方向を該処理室
の垂直方向及び水平方向に関して調整可能な調整機構を具備しており、
　該熱風供給手段は、該処理室に供給される熱風が該処理室内を旋回するように設けられ
ており、
　該回収手段は、該処理室内を旋回する該粉体粒子の旋回方向を維持するように、該処理
室の外周部に設けられており、
　該処理室の垂直方向の断面において、
　　該粉体粒子供給手段の出口部から噴射される該粉体粒子の噴射方向と
　　水平方向と
により成される角度を垂直噴出角度α（°）とし、
　該処理室の水平方向の断面において、
　　該粉体粒子供給手段の出口部から噴射される該粉体粒子の噴射方向と
　　該粉体粒子供給手段の出口部と該処理室の該中心軸とを水平方向に結ぶ方向と
により成される角度を水平噴射角度β（°）としたとき、
　該垂直噴出角度α（°）及び該水平噴射角度β（°）が、
　　－４５（°）≦α≦＋４５（°）
　　－２０（°）≦β≦＋９０（°）
を満足するように、該処理室に該粉体粒子を供給する
ことを特徴とする粉体粒子の熱処理方法に関する。
【００１５】
　また、本発明は、結着樹脂及び着色剤を含有する粉体粒子を、熱処理装置を用いて熱処
理する熱処理工程を有するトナーの製造方法において、該熱処理工程が、上記構成の熱処
理方法によって行われることを特徴とするトナーの製造方法に関する。
【発明の効果】
【００１６】
　本発明の粉体粒子の製造装置によれば、組成、物性等の異なる多品種のトナー粒子を連
続的に製造する場合においても、条件変更時間を短縮化するとともに、処理量に左右され
ることなく所望の球形化度のトナーを得ることができる。
【図面の簡単な説明】
【００１７】
【図１】本発明による熱処理装置の一例を示した斜視図である。
【図２】図１における、Ａ－Ａ’面での概略的断面図である。
【図３】本発明の熱処理装置に用いられる、熱風を螺旋状に旋回させるための旋回部材で
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ある。
【図４】本発明の熱処理装置に用いられる粉体供給手段分割の概略的断面図である。
【図５】本発明の熱処理装置に用いられる原料導入方向を説明するための概略断面図であ
る。
【図６】本発明の熱処理装置に用いられる原料導入方向を説明するための概略断面図であ
る。
【図７】本発明の比較例１に用いられる熱処理装置の概略的断面図である。
【図８】本発明の比較例２に用いられる熱処理装置の熱風と原料供給部の概略的断面図で
ある。
【発明を実施するための形態】
【００１８】
　以下、好ましい実施の形態を挙げて本発明を更に詳細に説明する。
【００１９】
　まず、本発明に用いる熱処理装置の概略を、図１、図２、図３、図４を用いて説明する
。
【００２０】
　図１は本発明による熱処理装置の一例を示した概略的断面図である。また、図２は図１
における、Ａ－Ａ’面での概略的断面図である。さらに図３は、本発明の熱処理装置に用
いられる、熱風を螺旋状に旋回させるための旋回部材である。さらに図４は、本発明の熱
処理装置に用いられる粉体粒子供給手段分割の概略的断面図である。
【００２１】
　図１、図２に示したように、本発明の熱処理装置は、トナー粒子の原材料である粉体粒
子の熱処理が行われる円筒形状の処理室１を持つことを特徴とする。
【００２２】
　本発明の熱処理装置において、処理室の形状は円筒形状であればよいが、処理室の直径
Ｔ（ｍｍ）は、３５０ｍｍ≦Ｔ≦９００ｍｍであることが好ましい。処理室の直径が上記
の範囲内であれば、熱処理トナー粒子を効率よく製造することができる。処理室の直径Ｔ
（ｍｍ）がＴ＜３５０ｍｍとなると、処理室における粉体粒子の粉塵濃度が増加してしま
い、粉体粒子の処理量を増加させることができない場合がある。また、９００ｍｍ＜Ｔと
なると、ブロワーやヒーター、冷風発生装置などの熱処理装置の付帯設備を大型化しなく
てはならず、トナーの製造エネルギー上好ましくない場合がある。
【００２３】
　さらに処理室内部は、粉体粒子の融着を防止するために、冷却ジャケットによって冷却
されていることが好ましい。冷却ジャケットには冷却水（好ましくはエチレングリコール
等の不凍液）を導入することが望ましく、冷却ジャケットの表面温度が４０℃以下である
ことが好ましい。
【００２４】
　本発明の熱処理装置におけるトナーの原材料である粉体粒子を熱処理するための熱風は
、熱風供給手段３から供給される。処理室内に供給される熱風は、熱風供給手段３の出口
部における温度Ｎ（℃）が１００℃≦Ｎ≦３００℃であることが好ましい。熱風供給手段
の出口部における温度が上記の範囲内であれば、過剰な加熱による粉体粒子の融着や合一
を防止しつつ、均一に球形化処理されたトナー粒子を得ることができる。
【００２５】
　また本発明の熱処理装置における熱風供給手段は、供給される熱風が装置内を旋回する
ように設けられていることを特徴とする。その構成としては、例えば図３に示す旋回部材
８のように、複数のブレード９を有し、その枚数や角度により、熱風の旋回を制御するこ
とができるブレードを熱供給手段出口部に配置させる構成が好ましい。
【００２６】
　なお、熱風供給手段の旋回部材から処理室に導入された熱風の風速Ｖｈ（ｍ／ｓ）は、
２５ｍ／ｓ≦Ｖｈ≦８５ｍ／ｓであることが好ましい。熱風の流速が上記の範囲内であれ
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ば、トナーに与えるせん断力が向上し、より分散した状態で粉体粒子が熱処理される。
【００２７】
　旋回部材から処理室に導入された熱風の風速Ｖｈ（ｍ／ｓ）が、Ｖｈ＜２５ｍ／ｓとな
ると、処理室における熱風旋回が弱まるため、粉体粒子に十分な遠心力がかからず、粉体
粒子の分散が向上しない場合がある。また、８５ｍ／ｓ＜Ｖとなると、処理室における熱
風の流速が速くなりすぎ、十分な熱処理が行われない場合がある。
【００２８】
　本発明の熱処理装置において、粉体粒子を処理室に供給するための粉体粒子供給手段は
、図１、２の粉体供給手段２に示すように熱風供給手段出口部３ａよりも下流の装置外周
部に複数設けられることを特徴とする。
【００２９】
　また、図４に示すように、本発明の熱処理装置の粉体供給手段の分割数は、好ましくは
４分割であり、より好ましくは８分割導入である。粉体供給手段が８分割されると、熱処
理時に、処理量を増加させても、粉体粒子の合一粒子の増加を抑制することができる。粉
体粒子供給手段の分割数が多くなるほど、処理室に導入された粉体粒子は粉塵濃度が低下
した状態で、熱処理を行うことが可能となり、熱処理に必要な熱量を減少させることがで
きる。つまり、同一温度では粉体粒子供給手段の分割数が多くなるほど熱処理後のトナー
粒子の円形度は高くなる。さらには、装置外周部から処理室内に供給されるよう構成され
ているため、処理室内における熱風の旋回に接触時間が増加し効率よく表面処理が行うこ
とが可能となる。
【００３０】
　また、本発明の特徴のひとつは、原料の組成及び状態、或いは求められる球形度に応じ
、原料導入方向を調整できることにある。
【００３１】
　通常、トナー粒子の原料である粉体粒子の粒子径及び比重等の諸物性の違いにより、処
理室内、熱風旋回中での対流時間が変化し処理後のトナー粒子の球形化度、粒度分布等に
影響を及ぼす。そのため通常は、装置構成、或いは熱風風量及び熱風温度等の運転条件を
調整し、原料粒子へ掛る熱量を制御することが必要になる。しかしながら連続生産時にお
いてこのような条件調整を行う場合、運転条件が安定するのにある程度の時間を要してし
まい。消費エネルギーの増加につながるとともに、さらには装置安定化時に残存原料が装
置内融着を引き起こし易い。そのため本発明の如く、原料組成、物性に応じ粉体粒子導入
方向を調整し、処理室内での原料の振る舞いを一定にすることにより製造安定性、効率化
を達成することができる。
【００３２】
　また、本発明熱処理装置の粉体粒子供給手段は、粉体粒子供給手段出口部から噴射され
る方向が該本体垂直方向／水平方向の何れの方向にも噴射可能な調整機構を具備している
。具体的に粉体粒子導入（噴射）方向は、図５及び図６に示すように、装置の垂直断面に
おける該粉体粒子供給手段出口から噴射される該粉体粒子の噴射方向と水平方向とにより
成される垂直噴出角度α（°）、
　及び、該装置の水平断面における該粉体粒子供給手段出口から噴射される該粉体粒子の
噴射方向と該粉体粒子供給手段出口部と該装置中心部を結ぶ方向により成される水平噴射
角度β（°）が
　　－４５（°）≦α≦＋４５（°）
　　－２０（°）≦β≦＋９０（°）
を満足する範囲で調整可能とすることが、処理後の表面改質粒子の球形化度及び粒度分布
を制御する上で好ましい。なお、図６におけるαは「＋」の場合を示し、粉体粒子噴射方
向が上向きでは「－」になる。また、図５におけるβは「＋」の場合を示し、粉体粒子噴
射方向が熱風旋回方向に抗する向きでは「－」になる。
【００３３】
　α（°）が４５（°）より大きい場合、粉体粒子が、熱風旋回領域から離れる方向であ
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り所望の球形度をえるために多くのエネルギーを要し好ましくない。－４５（°）より小
さい場合、粉体粒子が熱風旋回領域に急激に突入することになり、粒子間の合一等の影響
により粗大粒子が発生し易い。
【００３４】
　また水平噴射角度β（°）が－２０（°）より小さい場合、装置内の旋回流を乱し、粉
体粒子の分散が不十分となり同様に粒子間合一等が発生し易い。
【００３５】
　本発明の熱処理装置において、熱処理された粉体粒子を冷却するための、冷風供給手段
は、図１、２の冷風供給手段４に示すように粉体粒子供給手段出口部よりも下流に配置さ
れることを特徴とする。
【００３６】
　冷風供給手段を、粉体粒子供給手段より下流側に配置させることにより、導入された冷
風が処理室内の熱処理ゾーンを過剰に冷却してしまうことがなく、粉体粒子の球形化に必
要な熱処理温度が過剰になることを防止する。
【００３７】
　冷風供給手段４から供給される温度Ｒ（℃）は－２０℃≦Ｒ≦３０℃であることが好ま
しい。冷風の温度が上記の範囲内であれば、粉体粒子を効率的に冷却することができ、粉
体粒子の均一な球形化処理を阻害することなく、粉体粒子の融着や合一を防止することが
できる。
【００３８】
　また、本発明の熱処理装置の冷風供給手段４は処理室の外周部に複数設けられ、かつ、
冷風供給手段から供給された冷風が処理室の内周面に沿って熱風の旋回方向と同方向に供
給されるように設けられていることが好ましい。
【００３９】
　上記構成をとることにより、冷風供給手段から供給される冷風は、装置外周部から処理
室内周面に、水平かつ接線方向から供給され、処理室内周面近傍を旋回する粉体粒子をよ
り均一かつ効率的に冷却することが可能となり処理室壁面への粉体粒子の付着が抑制され
る。
【００４０】
　また、冷風供給手段から供給される冷風の旋回方向が、熱風の旋回方向と同方向である
ことによって、処理室内で乱流が起こらないため、処理量が上がり装置内の粉塵濃度が上
昇した際にも粉体粒子の合一を防止することができる。
【００４１】
　さらに、冷風供給手段が複数設けられ、冷風が分割導入される構成をとることにより装
置内の風の流れを均一に制御し易くするとともに、旋回流をさらに強化され粉体粒子に遠
心力がかかり、長期の使用においても装置内での粉体粒子の分散性が向上し、粉体粒子の
合一等の不具合が発生しずらい。
【００４２】
　また、導入された冷風の風量や温度は独立して制御可能であることが好ましい。たとえ
ば、図１に示したように、冷風供給手段が同一周方向とはならないように３段設けられて
いることが好ましい。
【００４３】
　この場合、図１に示したように、１段目の冷風（４－１）は処理室内に導入されたトナ
ーを熱処理ゾーンに効率よく送り込むための冷風、２段目（４－２）は粉体粒子を冷却す
るため冷風と、機能分離することができる。さらに、３段目の冷風（４－３）はトナー回
収手段を冷却するための冷風とし、それぞれの冷風の機能を分離することが可能となる。
なお、冷風導入が２段の場合は、上記３つの冷風の機能の内、２つの組み合わせを任意に
選べばよい。
【００４４】
　さらに処理室の下端部側から熱処理された粉体粒子を回収する回収手段は、図１、２の
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回収手段６に示すように、旋回された粉体粒子の旋回方向を維持するように、処理室の外
周部に設けられていることを特徴とする。
【００４５】
　これによって、装置内の旋回流を維持することができ、粉体粒子にかかる遠心力が維持
され、装置内での原料粒子の流れを安定化させ、装置部材への付着、融着が軽減される。
なお、本発明の熱処理装置においては、粉体粒子回収手段は装置内の最下端に、旋回流を
維持する方向にあればよく、粉体粒子回収手段が複数あってもよい。なお、回収手段の先
にはブロワー（不図示）が設けられ、ブロワーにより吸引搬送される構成となる。
【００４６】
　本発明の熱処理装置において、装置内に供給される圧縮エア、熱風及び冷風の流量の総
量ＱＩＮと、ブロワーにより吸引される風量ＱＯＵＴの関係は、ＱＩＮ≦ＱＯＵＴの関係
となるように調整されるのが好ましい。ＱＩＮ≦ＱＯＵＴであれば、装置内の圧力が負圧
となるため、処理室内のトナー粒子が装置外に排出されやすくなり、トナー粒子が過剰に
熱を受けることを防止できる。その結果、合一した粉体粒子の増加や装置内での融着を防
止することができ長期の使用においても安定してトナーを製造できる。
【００４７】
　また、本発明の熱処理装置においては、粉体粒子の流れを規制するために図２の規制手
段５の如き断面が円形状である柱状部材を処理室の下端部から上端部に向けて突出するよ
うに処理室の中心軸上に配置させることが好ましい。尚、図２においては、規制手段５の
上部に、円錐状部材７が設けられているが、本発明においては、特に関与しない。
【００４８】
　これにより、粉体粒子回収手段側端部のトナー流速が速くなり、粉体粒子の排出性を向
上させることができるとともに、回収部における付着や融着、粉体粒子の合一を防止する
ことができる。
【００４９】
　本発明の熱処理装置において、粉体粒子の流れを規制するための規制手段５が、処理室
に占める割合Ｖ（体積％）は、５体積％≦Ｖ≦６０体積％であることが好ましい。上記範
囲内であることにより、処理室における粉体粒子の流速を制御することができ、粉体粒子
の分散性や排出性が向上するものと考えられる。粉体粒子の流れを規制するための規制手
段５が、処理室に占める割合Ｖ（体積％）は、Ｖ＜５体積％となると、処理室におけるト
ナーの旋回が弱まるため、粉体粒子に十分な遠心力がかからず、粉体粒子の分散が向上し
ない場合がある。また、６０体積％＜Ｖとなると、処理室における粉体粒子の流速が速く
なりすぎ、十分な熱処理が行われない場合がある。
【００５０】
　なお、柱状部材は、粉体粒子の融着を防止するために、冷却ジャケットを設けることが
好ましい。更に冷却ジャケットには冷却水（好ましくはエチレングリコール等の不凍液）
を導入することが望ましく、冷却ジャケットの表面温度が４０℃以下であることが好まし
い。
【００５１】
　次に、本発明のトナー粒子製造装置を用いて、トナーを製造する手順について説明する
。
【００５２】
　まず、原料混合工程では、トナー原料として、少なくとも樹脂、着色剤を所定量秤量し
て配合し、混合する。混合装置の一例としては、ヘンシェルミキサー（三井鉱山社製）；
スーパーミキサー（カワタ社製）；リボコーン（大川原製作所社製）；ナウターミキサー
、タービュライザー、サイクロミックス（ホソカワミクロン社製）；スパイラルピンミキ
サー（太平洋機工社製）；レーディゲミキサー（マツボー社製）等がある。
【００５３】
　更に、混合したトナー原料を溶融混練工程にて、溶融混練して、樹脂類を溶融し、その
中の着色剤等を分散させる。混練装置の一例としては、ＴＥＭ型押し出し機（東芝機械社
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製）；ＴＥＸ二軸混練機（日本製鋼所社製）；ＰＣＭ混練機（池貝鉄工所社製）；ニーデ
ックス（三井鉱山社製）等が挙げられるが、連続生産できる等の優位性から、バッチ式練
り機よりも、１軸または２軸押出機といった連続式の練り機が好ましい。
【００５４】
　更に、トナー原料を溶融混練することによって得られる着色樹脂組成物は、溶融混練後
、２本ロール等で圧延され、水冷等で冷却する冷却工程を経て冷却される。
【００５５】
　上記で得られた着色樹脂組成物の冷却物は、次いで、粉砕工程で所望の粒径にまで粉砕
される。粉砕工程では、まず、クラッシャー、ハンマーミル、フェザーミル等で粗粉砕さ
れ、更に、クリプトロンシステム（川崎重工業社製）、スーパーローター（日清エンジニ
アリング社製）等で微粉砕され、トナー微粒子を得る。
【００５６】
　得られたトナー微粒子は、分級工程にて、所望の粒径を有する粉体粒子に分級される。
分級機としては、ターボプレックス、ファカルティ　、ＴＳＰセパレータ、ＴＴＳＰセパ
レータ（ホソカワミクロン社製）；エルボージェット（日鉄鉱業社製）等がある。
【００５７】
　続いて、得られた粉体粒子を熱処理工程で本発明の熱処理装置を用いて球形化処理を行
い、トナー粒子とする。
【００５８】
　本発明のトナーの製造方法においては、熱処理工程の前に、得られた粉体粒子に必要に
応じて無機微粒子等を添加することが好ましい。粉体粒子に無機微粉体を添加する方法と
しては、粉体粒子粒子と公知の各種無機微粉体を所定量配合し、ヘンシェルミキサー、メ
カノハイブリッド（三井鉱山社製）、スーパーミキサー、ノビルタ（ホソカワミクロン社
製）等の粉体にせん断力を与える高速撹拌機を用いて、撹拌・混合する。
【００５９】
　本発明のトナーの製造方法では、熱処理工程の前に、粉体粒子に無機微粉体が添加され
ていることで、粉体粒子に流動性が付与され、処理室に導入された粉体粒子がより均一に
分散して熱風と接触することが可能となり、均一性に優れた表面改質粒子を得ることがで
きる。
【００６０】
　本発明のトナーの製造方法では、熱処理後のトナー粒子に粗大な粒子が存在する場合、
必要に応じて、分級によって粗大粒子を除去する工程を有していても構わない。粗大粒子
を除去する分級機としては、分級機としては、ターボプレックス、ＴＳＰセパレータ、Ｔ
ＴＳＰセパレータ（ホソカワミクロン社製）；エルボージェット（日鉄鉱業社製）等が挙
げられる。
【００６１】
　さらに、表面改質後、必要に応じて、粗粒等を篩い分けるために、例えば、ウルトラソ
ニック（晃栄産業社製）；レゾナシーブ、ジャイロシフター（徳寿工作所社）；ターボス
クリーナー（ターボ工業社製）；ハイボルター（東洋ハイテック社製）等の篩分機を用い
ても良い。
【００６２】
　尚、本発明の熱処理工程は上記微粉砕後であっても良いし、分級後でもよい。
【００６３】
　次に本発明のトナーの製造方法に用いるトナー構成材料について説明する。
【００６４】
　本発明で用いられる結着樹脂としては、公知の樹脂が用いられるが、例えば、ポリスチ
レン、ポリビニルトルエンの如きスチレン誘導体の単重合体；スチレン－プロピレン共重
合体、スチレン－ビニルトルエン共重合体、スチレン－ビニルナフタリン共重合体、スチ
レン－アクリル酸メチル共重合体、スチレン－アクリル酸エチル共重合体、スチレン－ア
クリル酸ブチル共重合体、スチレン－アクリル酸オクチル共重合体、スチレン－アクリル
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酸ジメチルアミノエチル共重合体、スチレン－メタクリル酸メチル共重合体、スチレン－
メタクリル酸エチル共重合体、スチレン－メタクリル酸ブチル共重合体、スチレン－メタ
クリル酸オクチル共重合体、スチレン－メタクリル酸ジメチルアミノエチル共重合体、ス
チレン－ビニルメチルエーテル共重合体、スチレン－ビニルエチルエーテル共重合体、ス
チレン－ビニルメチルケトン共重合体、スチレン－ブタジエン共重合体、スチレン－イソ
プレン共重合体、スチレン－マレイン酸共重合体、スチレン－マレイン酸エステル共重合
体の如きスチレン系共重合体；ポリメチルメタクリレート、ポリブチルメタクリレート、
ポリ酢酸ビニル、ポリエチレン、ポリプロピレン、ポリビニルブチラール、シリコーン樹
脂、ポリエステル樹脂、ポリアミド樹脂、エポキシ樹脂、ポリアクリル樹脂、ロジン、変
性ロジン、テルペン樹脂、フェノール樹脂、脂肪族又は脂環族炭化水素樹脂、芳香族石油
樹脂が挙げられ、これらの樹脂は単独もしくは混合して用いても良い。
【００６５】
　これらの中で、本発明の結着樹脂として好ましく用いられる重合体としては、スチレン
系共重合体とポリエステルユニットを有する樹脂である。
【００６６】
　スチレン系共重合体に用いる重合性モノマーとしては、次のようなものが挙げられる。
例えば、スチレン；ｏ－メチルスチレン、ｍ－メチルスチレン、ｐ－メチルスチレン、α
－メチルスチレン、ｐ－フェニルスチレン、ｐ－エチルスチレン、２，４－ジメチルスチ
レン、ｐ－ｎ－ブチルスチレン、ｐ－ｔｅｒｔ－ブチルスチレン、ｐ－ｎ－ヘキシルスチ
レン、ｐ－ｎ－オクチルスチレン、ｐ－ｎ－ノニルスチレン、ｐ－ｎ－デシルスチレン、
ｐ－ｎ－ドデシルスチレン、ｐ－メトキシスチレン、ｐ－クロルスチレン、３，４－ジク
ロルスチレン、ｍ－ニトロスチレン、ｏ－ニトロスチレン、ｐ－ニトロスチレンの如きス
チレン及びその誘導体；エチレン、プロピレン、ブチレン、イソブチレンの如き不飽和モ
ノオレフィン類；ブタジエン、イソプレンの如き不飽和ポリエン類；塩化ビニル、塩化ビ
ニリデン、臭化ビニル、フッ化ビニルの如きハロゲン化ビニル類；酢酸ビニル、プロピオ
ン酸ビニル、ベンゾエ酸ビニルの如きビニルエステル類；メタクリル酸メチル、メタクリ
ル酸エチル、メタクリル酸プロピル、メタクリル酸ｎ－ブチル、メタクリル酸イソブチル
、メタクリル酸ｎ－オクチル、メタクリル酸ドデシル、メタクリル酸２－エチルヘキシル
、メタクリル酸ステアリル、メタクリル酸フェニル、メタクリル酸ジメチルアミノエチル
、メタクリル酸ジエチルアミノエチルの如きα－メチレン脂肪族モノカルボン酸エステル
類；アクリル酸メチル、アクリル酸エチル、アクリル酸プロピル、アクリル酸ｎ－ブチル
、アクリル酸イソブチル、アクリル酸ｎ－オクチル、アクリル酸ドデシル、アクリル酸２
－エチルヘキシル、アクリル酸ステアリル、アクリル酸２－クロルエチル、アクリル酸フ
ェニルの如きアクリル酸エステル類；ビニルメチルエーテル、ビニルエチルエーテル、ビ
ニルイソブチルエーテルの如きビニルエーテル類；ビニルメチルケトン、ビニルヘキシル
ケトン、メチルイソプロペニルケトンの如きビニルケトン類；Ｎ－ビニルピロール、Ｎ－
ビニルカルバゾール、Ｎ－ビニルインドール、Ｎ－ビニルピロリドンの如きＮ－ビニル化
合物；ビニルナフタリン類；アクリロニトリル、メタクリロニトリル、アクリルアミドの
如きアクリル酸もしくはメタクリル酸誘導体。
【００６７】
　更に、マレイン酸、シトラコン酸、イタコン酸、アルケニルコハク酸、フマル酸、メサ
コン酸の如き不飽和二塩基酸；マレイン酸無水物、シトラコン酸無水物、イタコン酸無水
物、アルケニルコハク酸無水物の如き不飽和二塩基酸無水物；マレイン酸メチルハーフエ
ステル、マレイン酸エチルハーフエステル、マレイン酸ブチルハーフエステル、シトラコ
ン酸メチルハーフエステル、シトラコン酸エチルハーフエステル、シトラコン酸ブチルハ
ーフエステル、イタコン酸メチルハーフエステル、アルケニルコハク酸メチルハーフエス
テル、フマル酸メチルハーフエステル、メサコン酸メチルハーフエステルの如き不飽和二
塩基酸のハーフエステル；ジメチルマレイン酸、ジメチルフマル酸の如き不飽和二塩基酸
エステル；アクリル酸、メタクリル酸、クロトン酸、ケイヒ酸の如きα，β－不飽和酸；
クロトン酸無水物、ケイヒ酸無水物の如きα，β－不飽和酸無水物、前記α，β－不飽和
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酸と低級脂肪酸との無水物；アルケニルマロン酸、アルケニルグルタル酸、アルケニルア
ジピン酸、これらの酸無水物及びこれらのモノエステルの如きカルボキシル基を有するモ
ノマーが挙げられる。
【００６８】
　更に、２－ヒドロキシエチルアクリレート、２－ヒドロキシエチルメタクリレート、２
－ヒドロキシプロピルメタクリレートなどのアクリル酸またはメタクリル酸エステル類；
４－（１－ヒドロキシ－１－メチルブチル）スチレン、４－（１－ヒドロキシ－１－メチ
ルヘキシル）スチレンの如きヒドロキシ基を有するモノマーが挙げられる。
【００６９】
　本発明ではポリエステルユニットを有する樹脂が特に好ましく用いられる。
【００７０】
　前記「ポリエステルユニット」とは、ポリエステルに由来する部分を意味し、ポリエス
テルユニットを構成する成分としては、具体的には、２価以上のアルコールモノマー成分
と２価以上のカルボン酸、２価以上のカルボン酸無水物及び２価以上のカルボン酸エステ
ル等の酸モノマー成分が挙げられる。
【００７１】
　本発明に用いられるトナーは、これらのポリエステルユニットを構成する成分を原料の
一部とし、縮重合された部分を有する樹脂を用いることができる。
例えば、２価以上のアルコールモノマー成分として、具体的には、２価アルコールモノマ
ー成分としては、ポリオキシプロピレン（２．２）－２，２－ビス（４－ヒドロキシフェ
ニル）プロパン、ポリオキシプロピレン（３．３）－２，２－ビス（４－ヒドロキシフェ
ニル）プロパン、ポリオキシエチレン（２．０）－２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニ
ル）プロパン、ポリオキシプロピレン（２．０）－ポリオキシエチレン（２．０）－２，
２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）プロパン、ポリオキシプロピレン（６）－２，２－
ビス（４－ヒドロキシフェニル）プロパン等のビスフェノールＡのアルキレンオキシド付
加物、エチレングリコール、ジエチレングリコール、トリエチレングリコール、１，２－
プロピレングリコール、１，３－プロピレングリコール、１，４－ブタンジオール、ネオ
ペンチルグリコール、１，４－ブテンジオール、１，５－ペンタンジオール、１，６－ヘ
キサンジオール、１，４－シクロヘキサンジメタノール、ジプロピレングリコール、ポリ
エチレングリコール、ポリプロピレングリコール、ポリテトラメチレングリコール、ビス
フェノールＡ、水素添加ビスフェノールＡ等が挙げられる。
【００７２】
　３価以上のアルコールモノマー成分としては、例えばソルビット、１，２，３，６－ヘ
キサンテトロール、１，４－ソルビタン、ペンタエリスリトール、ジペンタエリスリトー
ル、トリペンタエリスリトール、１，２，４－ブタントリオール、１，２，５－ペンタン
トリオール、グリセリン、２－メチルプロパントリオール、２－メチル－１，２，４－ブ
タントリオール、トリメチロールエタン、トリメチロールプロパン、１，３，５－トリヒ
ドロキシメチルベンゼン等が挙げられる。
【００７３】
　２価のカルボン酸モノマー成分としては、フタル酸、イソフタル酸及びテレフタル酸の
如き芳香族ジカルボン酸類又はその無水物；コハク酸、アジピン酸、セバシン酸及びアゼ
ライン酸の如きアルキルジカルボン酸類又はその無水物；炭素数６～１８のアルキル基又
はアルケニル基で置換されたコハク酸もしくはその無水物；フマル酸、マレイン酸及びシ
トラコン酸の如き不飽和ジカルボン酸類又はその無水物；が挙げられる。
【００７４】
　３価以上のカルボン酸モノマー成分としては、トリメリット酸、ピロメリット酸、ベン
ゾフェノンテトラカルボン酸やその無水物等の多価カルボン酸等が挙げられる。
【００７５】
　また、その他のモノマーとしては、ノボラック型フェノール樹脂のオキシアルキレンエ
ーテル等の多価アルコール類等が挙げられる。
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【００７６】
　本発明で使用される着色剤としては、以下のものが挙げられる。
【００７７】
　黒色着色剤としては、カーボンブラック；磁性体；イエロー着色剤、マゼンタ着色剤及
びシアン着色剤とを用いて黒色に調整したものが挙げられる。
【００７８】
　マゼンタトナー用着色顔料しては、以下のものが挙げられる。縮合アゾ化合物、ジケト
ピロロピロール化合物、アンスラキノン、キナクリドン化合物、塩基染料レーキ化合物、
ナフトール化合物、ベンズイミダゾロン化合物、チオインジゴ化合物、ペリレン化合物が
挙げられる。具体的には、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド１、２、３、４、５、６、７、８、
９、１０、１１、１２、１３、１４、１５、１６、１７、１８、１９、２１、２２、２３
、３０、３１、３２、３７、３８、３９、４０、４１、４８：２、４８：３，４８：４、
４９、５０、５１、５２、５３、５４、５５、５７：１、５８、６０、６３、６４、６８
、８１：１、８３、８７、８８、８９、９０、１１２、１１４、１２２、１２３、１４４
、１４６、１５０、１６３、１６６、１６９、１７７、１８４、１８５、２０２、２０６
、２０７、２０９、２２０、２２１、２３８、２５４、２６９；Ｃ．Ｉ．ピグメントバイ
オレット１９、Ｃ．Ｉ．バットレッド１、２、１０、１３、１５、２３、２９、３５が挙
げられる。
【００７９】
　着色剤には、顔料単独で使用してもかまわないが、染料と顔料とを併用してその鮮明度
を向上させた方がフルカラー画像の画質の点から好ましい。
【００８０】
　マゼンタトナー用染料としては、以下のものが挙げられる。Ｃ．Ｉソルベントレッド１
、３、８、２３、２４、２５、２７、３０、４９、８１、８２、８３、８４、１００、１
０９、１２１、Ｃ．Ｉ．ディスパースレッド９、Ｃ．Ｉ．ソルベントバイオレット８、１
３、１４、２１、２７、Ｃ．Ｉ．ディスパーバイオレット１の如き油溶染料、Ｃ．Ｉ．ベ
ーシックレッド１、２、９、１２、１３、１４、１５、１７、１８、２２、２３、２４、
２７、２９、３２、３４、３５、３６、３７、３８、３９、４０、Ｃ．Ｉ．ベーシックバ
イオレット１、３、７、１０、１４、１５、２１、２５、２６、２７、２８などの如きの
塩基性染料。
【００８１】
　シアントナー用着色顔料としては、以下のものが挙げられる。Ｃ．Ｉ．ピグメントブル
ー１、２、３、７、１５：２、１５：３、１５：４、１６、１７、６０、６２、６６；Ｃ
．Ｉ．バットブルー６、Ｃ．Ｉ．アシッドブルー４５、フタロシアニン骨格にフタルイミ
ドメチルを１乃至５個置換した銅フタロシアニン顔料。
【００８２】
　イエロー用着色顔料としては、以下のものが挙げられる。縮合アゾ化合物、イソインド
リノン化合物、アンスラキノン化合物、アゾ金属化合物、メチン化合物、アリルアミド化
合物。具体的には、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１、２、３、４、５、６、７、１０、１
１、１２、１３、１４、１５、１６、１７、２３、６２、６５、７３、７４，８３、９３
、９５、９７，１０９、１１０、１１１、１２０、１２７、１２８、１２９、１４７、１
５５、１６８、１７４、１８０、１８１、１８５、１９１；Ｃ．Ｉ．バットイエロー１、
３、２０が挙げられる。また、Ｃ．Ｉ．ダイレクトグリーン６、Ｃ．Ｉ．ベーシックグリ
ーン４、Ｃ．Ｉ．ベーシックグリーン６、ソルベントイエロー１６２などの染料も使用す
ることができる。
【００８３】
　また、上記トナーにおいて、結着樹脂に予め、着色剤を混合し、マスターバッチ化させ
たものを用いることが好ましい。そして、この着色剤マスターバッチとその他の原材料（
結着樹脂及びワックス等）を溶融混練させることにより、トナー中に着色剤を良好に分散
させることが出来る。
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【００８４】
　結着樹脂に着色剤を混合し、マスターバッチ化させる場合は、多量の着色剤を用いても
着色剤の分散性を悪化させず、また、トナー粒子中における着色剤の分散性を良化し、混
色性や透明性等の色再現性が優れる。また、転写材上でのカバーリングパワーが大きいト
ナーを得ることが出来る。また、着色剤の分散性が良化することにより、トナー帯電性の
耐久安定性が優れ、高画質を維持した画像を得ることが可能となる。
【００８５】
　本発明においては、粉体粒子、或いはトナー粒子に、流動化剤、転写助剤、帯電安定化
剤などの無機微粉体をヘンシェルミキサーの如き混合機で混合して用いることができる。
【００８６】
　また、流動化剤としては、流動性が添加前後を比較すると増加し得るものであれば、ど
のようなものでも使用可能である。例えば、フッ化ビニリデン微粉末、ポリテトラフルオ
ロエチレン微粉末の如きフッ素系樹脂粉末；酸化チタン微粉末、アルミナ微粉末、湿式製
法シリカ、乾式製法シリカの如き微粉末シリカ；それらをシラン化合物、及び有機ケイ素
化合物、チタンカップリング剤、シリコーンオイルにより表面処理を施した処理シリカを
使用することが可能である。
【００８７】
　また酸化チタン微粉末であれば、硫酸法、塩素法、揮発性チタン化合物例えばチタンア
ルコキシド，チタンハライド，チタンアセチルアセトネートの低温酸化（熱分解，加水分
解）により得られる酸化チタン微粒子が用いられる。結晶系としてはアナターゼ型，ルチ
ル型，これらの混晶型，アモルファスのいずれのものも用いることができる。
【００８８】
　そしてアルミナ微粉末であれば、バイヤー法、改良バイヤー法、エチレンクロルヒドリ
ン法、水中火花放電法、有機アルミニウム加水分解法、アルミニウムミョウバン熱分解法
、アンモニウムアルミニウム炭酸塩熱分解法、塩化アルミニウムの火焔分解法により得ら
れるアルミナ微粉体が用いられる。結晶系としてはα，β，γ，δ，ξ，η，θ，κ，χ
，ρ型、これらの混晶型、アモルファスのいずれのものも用いられ、α，δ，γ，θ，混
晶型，アモルファスのものが好ましく用いられる。
【００８９】
　前記微粉体は、その表面がカップリング剤やシリコーンオイルによって疎水化処理をさ
れていることがより好ましい。
【００９０】
　微粉体の表面の疎水化処理方法は、微粉体と反応あるいは物理吸着する有機ケイ素化合
物等で化学的、または物理的に処理する方法である。
【００９１】
　上記疎水化処理方法として好ましい方法は、ケイ素ハロゲン化合物の蒸気相酸化により
生成されたシリカ微粒子を有機ケイ素化合物で処理する方法である。そのような方法に使
用される有機ケイ素化合物の例は、以下のものが挙げられる。ヘキサメチルジシラザン、
トリメチルシラン、トリメチルクロルシラン、トリメチルエトキシシラン、ジメチルジク
ロルシラン、メチルトリクロルシラン、アリルジメチルクロルシラン、アリルフェニルジ
クロルシラン、ベンジルジメチルクロルシラン、ブロムメチルジメチルクロルシラン、α
－クロルエチルトリクロルシラン、β－クロルエチルトリクロルシラン、クロルメチルジ
メチルクロルシラン、トリオルガノシリルメルカプタン、トリメチルシリルメルカプタン
、トリオルガノシリルアクリレート、ビニルジメチルアセトキシシラン、ジメチルエトキ
シシラン、ジメチルジメトキシシラン、ジフェニルジエトキシシラン、ヘキサメチルジシ
ロキサン、１，３－ジビニルテトラメチルジシロキサン、１，３－ジフェニルテトラメチ
ルジシロキサンおよび１分子当り２から１２個のシロキサン単位を有し末端に位置する単
位にそれぞれ１個宛のＳｉに結合した水酸基を含有するジメチルポリシロキサン。
【００９２】
　上記流動化剤は単独で用いても、複数種を組合せて用いても良い。
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【００９３】
　また、上記流動化剤は、粉体粒子或いは、トナー粒子１００質量部に対して流動化剤０
．１乃至８．０質量部、好ましくは０．１乃至４．０質量部使用するのが良い。添加量が
０．１質量部未満では粉体粒子、或いはトナー粒子に流動性を付与することができなく、
好ましくない。また、４．０質量部を超える場合では粉体粒子、或いはトナー粒子と無機
微粉体の混合が困難になり、材料分散性の面で好ましくない。
【００９４】
　上記粉体粒子、及びトナー粒子の各種物性の測定方法及び、以下の実施例中で測定した
各種物性の測定方法に関して以下に説明する。
【００９５】
　＜重量平均粒径（Ｄ４）の測定方法＞
　粉体粒子及びトナー粒子の重量平均粒径（Ｄ４）は、以下のようにして算出する。測定
装置としては、１００μｍのアパーチャーチューブを備えた細孔電気抵抗法による精密粒
度分布測定装置「コールター・カウンター　Ｍｕｌｔｉｓｉｚｅｒ　３」（登録商標、ベ
ックマン・コールター社製）を用いる。測定条件の設定及び測定データの解析は、付属の
専用ソフト「ベックマン・コールター　Ｍｕｌｔｉｓｉｚｅｒ　３　Ｖｅｒｓｉｏｎ３．
５１」（ベックマン・コールター社製）を用いる。尚、測定は実効測定チャンネル数２万
５千チャンネルで行う。
【００９６】
　測定に使用する電解水溶液は、特級塩化ナトリウムをイオン交換水に溶解して濃度が約
１質量％となるようにしたもの、例えば、「ＩＳＯＴＯＮ　ＩＩ」（ベックマン・コール
ター社製）が使用できる。
【００９７】
　尚、測定、解析を行う前に、以下のように専用ソフトの設定を行なった。
【００９８】
　専用ソフトの「標準測定方法（ＳＯＭ）を変更」画面において、コントロールモードの
総カウント数を５００００粒子に設定し、測定回数を１回、Ｋｄ値は「標準粒子１０．０
μｍ」（ベックマン・コールター社製）を用いて得られた値を設定する。「閾値／ノイズ
レベルの測定ボタン」を押すことで、閾値とノイズレベルを自動設定する。また、カレン
トを１６００μＡに、ゲインを２に、電解液をＩＳＯＴＯＮ　ＩＩに設定し、「測定後の
アパーチャーチューブのフラッシュ」にチェックを入れる。
【００９９】
　専用ソフトの「パルスから粒径への変換設定」画面において、ビン間隔を対数粒径に、
粒径ビンを２５６粒径ビンに、粒径範囲を２μｍから６０μｍまでに設定する。
【０１００】
　具体的な測定法は以下の通りである。
（１）Ｍｕｌｔｉｓｉｚｅｒ　３専用のガラス製２５０ｍｌ丸底ビーカーに前記電解水溶
液約２００ｍｌを入れ、サンプルスタンドにセットし、スターラーロッドの撹拌を反時計
回りで２４回転／秒にて行なう。そして、専用ソフトの「アパーチャーのフラッシュ」機
能により、アパーチャーチューブ内の汚れと気泡を除去しておく。
（２）ガラス製の１００ｍｌ平底ビーカーに前記電解水溶液約３０ｍｌを入れる。この中
に分散剤として「コンタミノンＮ」（非イオン界面活性剤、陰イオン界面活性剤、有機ビ
ルダーからなるｐＨ７の精密測定器洗浄用中性洗剤の１０質量％水溶液、和光純薬工業社
製）をイオン交換水で約３質量倍に希釈した希釈液を約０．３ｍｌ加える。
（３）発振周波数５０ｋＨｚの発振器２個を位相を１８０度ずらした状態で内蔵し、電気
的出力１２０Ｗの超音波分散器「Ｕｌｔｒａｓｏｎｉｃ　Ｄｉｓｐｅｎｓｉｏｎ　Ｓｙｓ
ｔｅｍ　Ｔｅｔｏｒａ１５０」（日科機バイオス社製）を準備する。超音波分散器の水槽
内に約３．３ｌのイオン交換水を入れ、この水槽中にコンタミノンＮを約２ｍｌ添加する
。
（４）前記（２）のビーカーを前記超音波分散器のビーカー固定穴にセットし、超音波分
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散器を作動させる。そして、ビーカー内の電解水溶液の液面の共振状態が最大となるよう
にビーカーの高さ位置を調整する。
（５）前記（４）のビーカー内の電解水溶液に超音波を照射した状態で、トナー約１０ｍ
ｇを少量ずつ前記電解水溶液に添加し、分散させる。そして、さらに６０秒間超音波分散
処理を継続する。尚、超音波分散にあたっては、水槽の水温が１０℃以上４０℃以下とな
る様に適宜調節する。
（６）サンプルスタンド内に設置した前記（１）の丸底ビーカーに、ピペットを用いてト
ナーを分散した前記（５）の電解質水溶液を滴下し、測定濃度が約５％となるように調整
する。そして、測定粒子数が５００００個になるまで測定を行う。
（７）測定データを装置付属の前記専用ソフトにて解析を行い、重量平均粒径（Ｄ４）を
算出する。尚、専用ソフトでグラフ／体積％と設定したときの、「分析／体積統計値（算
術平均）」画面の「平均径」が重量平均粒径（Ｄ４）である。
【０１０１】
　＜微粉量の算出方法＞
　粉体粒子及びトナー粒子の個数基準の微粉量（個数％）は、前記のＭｕｌｔｉｓｉｚｅ
ｒ　３の測定を行った後、データを解析することにより算出する。
【０１０２】
　例えば、トナー中の４．０μｍ以下の粒子の個数％は、以下の手順で算出する。まず、
専用ソフトでグラフ／個数％に設定して測定結果のチャートを個数％表示とする。そして
、「書式／粒径／粒径統計」画面における粒径設定部分の「＜」にチェックし、その下の
粒径入力部に「４」を入力する。「分析／個数統計値（算術平均）」画面を表示したとき
の「＜４μｍ」表示部の数値が、トナー中の４．０μｍ以下の粒子の個数％である。
【０１０３】
　＜粗粉量の算出方法＞
　粉体粒子及びトナー粒子中の体積基準の粗粉量（体積％）は、前記のＭｕｌｔｉｓｉｚ
ｅｒ　３の測定を行った後、データを解析することにより算出する。
【０１０４】
　例えば、粉体粒子及びトナー粒子中の１０．０μｍ以上の粒子の体積％は、以下の手順
で算出する。まず、専用ソフトでグラフ／体積％に設定して測定結果のチャートを体積％
表示とする。そして、「書式／粒径／粒径統計」画面における粒径設定部分の「＞」にチ
ェックし、その下の粒径入力部に「１０」を入力する。「分析／体積統計値（算術平均）
」画面を表示したときの「＞１０μｍ」表示部の数値が、トナー中の１０．０μｍ以上の
粒子の体積％である。
【０１０５】
　＜平均円形度の測定方法＞
　粉体粒子及びトナー粒子の平均円形度は、フロー式粒子像分析装置「ＦＰＩＡ－３００
０」（シスメックス社製）によって、校正作業時の測定及び解析条件で測定する。
【０１０６】
　具体的な測定方法は、以下の通りである。まず、ガラス製の容器中に予め不純固形物な
どを除去したイオン交換水約２０ｍｌを入れる。この中に分散剤として「コンタミノンＮ
」（非イオン界面活性剤、陰イオン界面活性剤、有機ビルダーからなるｐＨ７の精密測定
器洗浄用中性洗剤の１０質量％水溶液、和光純薬工業社製）をイオン交換水で約３質量倍
に希釈した希釈液を約０．２ｍｌ加える。更に測定試料を約０．０２ｇ加え、超音波分散
器を用いて２分間分散処理を行い、測定用の分散液とする。その際、分散液の温度が１０
℃以上４０℃以下となる様に適宜冷却する。超音波分散器としては、発振周波数５０ｋＨ
ｚ、電気的出力１５０Ｗの卓上型の超音波洗浄器分散器（「ＶＳ－１５０」（ヴェルヴォ
クリーア社製））を用い、水槽内には所定量のイオン交換水を入れ、この水槽中に前記コ
ンタミノンＮを約２ｍｌ添加する。
【０１０７】
　測定には、標準対物レンズ（１０倍）を搭載した前記フロー式粒子像分析装置を用い、
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シース液にはパーティクルシース「ＰＳＥ－９００Ａ」（シスメックス社製）を使用した
。前記手順に従い調整した分散液を前記フロー式粒子像分析装置に導入し、ＨＰＦ測定モ
ードで、トータルカウントモードにて３０００個のトナー粒子を計測する。そして、粒子
解析時の２値化閾値を８５％とし、解析粒子径を円相当径１．９８５μｍ以上、３９．６
９μｍ未満に限定し、トナー粒子の平均円形度を求める。
【０１０８】
　測定にあたっては、測定開始前に標準ラテックス粒子（Ｄｕｋｅ　Ｓｃｉｅｎｔｉｆｉ
ｃ社製の「ＲＥＳＥＡＲＣＨ　ＡＮＤ　ＴＥＳＴ　ＰＡＲＴＩＣＬＥＳ　Ｌａｔｅｘ　Ｍ
ｉｃｒｏｓｐｈｅｒｅ　Ｓｕｓｐｅｎｓｉｏｎｓ　５２００Ａ」をイオン交換水で希釈）
を用いて自動焦点調整を行う。その後、測定開始から２時間毎に焦点調整を実施すること
が好ましい。
【０１０９】
　なお、本願実施例では、シスメックス社による校正作業が行われた、シスメックス社が
発行する校正証明書の発行を受けたフロー式粒子像分析装置を使用した。解析粒子径を円
相当径１．９８５μｍ以上、３９．６９μｍ未満に限定した以外は、校正証明を受けた時
の測定及び解析条件で測定を行った。
【０１１０】
　＜円形度が０．９９０以上の粒子の割合の算出方法＞
　本発明において、円形度が０．９９０以上の粒子の割合は、円形度の分布を示す指標と
して用いており、頻度（％）で表わされる。具体的には、ＦＰＩＡ－３０００によって測
定した粉体粒子及びトナー粒子の平均円形度における、頻度テーブルの範囲１．００の頻
度（％）の値と、０．９９０－＞１．０００の頻度（％）の値を足した値を用いた。
【実施例】
【０１１１】
　以下、本発明の実施例および比較例を挙げて本発明を更に具体的に説明するが、本発明
はこれらの実施例に限定されるものではない。
【０１１２】
　（粉体粒子の製造例１）
ポリエステルユニットを有する樹脂：１００質量部
（重量平均分子量（Ｍｗ）：８７０００、平均分子量（Ｍｎ）：３３００、ピーク分子量
：（Ｍｐ）９２００）
パラフィンワックス：６質量部
（最大吸熱ピーク温度７８℃）
３，５－ジ－ｔ－ブチルサリチル酸アルミニウム化合物：１．５質量部
カーボンブラック：７．５質量部
　上記の処方の材料をヘンシェルミキサーＦＭ－７５型（三井三池化工機社製）で混合し
た後、温度を１２０℃に設定した二軸混練機ＰＣＭ－３０型（池貝鉄工社製）にて混練し
た。得られた混練物を冷却し、ハンマーミルにて１ｍｍ以下に粗粉砕し、トナー粗砕物と
し、得られたトナー粗砕物を、機械式粉砕機Ｔ－２５０（ターボ工業社製）にて粉砕し、
トナー微粒子を得た。続いて、得られたトナー微粒子を、ファカルティ（ホソカワミクロ
ン社製）により分級した。
【０１１３】
　このとき得られた粉体粒子は、重量平均粒径（Ｄ４）が６．５μｍ、粒径４．０μｍ以
下のトナー粒子が２８．５個数％であり、粒径１０．０μｍ以上の粉体粒子が３．０体積
％、真比重は１．１５ｇ／ｃｃであった。更に、ＦＰＩＡ３０００にて円形度を測定した
結果、平均円形度が０．９５０であり、円形度が０．９９０以上の粒子の頻度は１．５（
％）であった。以下、これを粉体粒子Ａとする。
【０１１４】
　さらに、下記材料をヘンシェルミキサー（ＦＭ－７５型、日本コークス社製）に投入し
、回転羽根の周速を５０．０ｍ／ｓｅｃとし、混合時間５分で混合することにより、粉体
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粒子Ａの表面に、シリカと酸化チタンを付着させた粉体処理粒子Ａ－１を得た。
トナー粒子Ａ：１００質量部
シリカ：３．０質量部
（ゾルゲル法で作成したシリカ微粒子にヘキサメチルジシラザン処理１．５質量％で表面
処理した後、分級によって所望の粒度分布に調整したもの。）
酸化チタン：０．５質量部
（アナターゼ形の結晶性を有するメタチタン酸を表面処理したもの。）
【０１１５】
　（粉体粒子の製造例２）
　シリカの添加量を１．０質量部に、酸化チタン添加量を０．２質量部に変更する以外は
粉体粒子の製造例１と同様にして粉体処理粒子Ａ－２を得た。
【０１１６】
　（粉体粒子の製造例３）
ポリエステルユニットを有する樹脂：１００質量部
（重量平均分子量（Ｍｗ）：８２４００、平均分子量（Ｍｎ）：３３００、ピーク分子量
：（Ｍｐ）８４５０）
炭化水素系ワックス：６質量部
（最大吸熱ピーク温度１０２℃）
３，５－ジ－ｔ－ブチルサリチル酸アルミニウム化合物：１．０質量部
磁性酸化鉄（平均粒子径０．２０μｍ）：７０質量部
　上記の処方の材料をヘンシェルミキサーＦＭ－７５型（日本コークス社製）で混合した
後、温度を１４０℃に設定した二軸混練機ＰＣＭ－３０型（池貝鉄工社製）にて混練した
。得られた混練物を冷却し、ハンマーミルにて１ｍｍ以下に粗粉砕し、トナー粗砕物とし
、得られたトナー粗砕物を、機械式粉砕機Ｔ－２５０（ターボ工業社製）にて粉砕し、ト
ナー微粒子を得た。続いて、得られたトナー微粒子を、ファカルティ（ホソカワミクロン
社製）により分級した。
【０１１７】
　このとき得られた粉体粒子は、重量平均粒径（Ｄ４）が６．８μｍ、粒径４．０μｍ以
下の粉体粒子が２３．４個数％であり、粒径１０．０μｍ以上のトナー粒子が２．５体積
％、真比重１．６５ｇ／ｃｃであった。更に、ＦＰＩＡ３０００にて円形度を測定した結
果、平均円形度が０．９４５であり、円形度が０．９９０以上の粒子の頻度は１．０（％
）であった。以下、これを粉体粒子Ｂとする。
【０１１８】
　さらに、下記材料をヘンシェルミキサー（ＦＭ－７５型、日本コークス社製）に投入し
、回転羽根の周速を５０．０ｍ／ｓｅｃとし、混合時間５分で混合することにより、粉体
粒子Ｂの表面に、シリカと酸化チタンを付着させた粉体処理粒子Ｂ－１を得た。
トナー粒子Ａ：１００質量部
シリカ：３．０質量部
（ゾルゲル法で作成したシリカ微粒子にヘキサメチルジシラザン処理１．５質量％で表面
処理した後、分級によって所望の粒度分布に調整したもの。）
酸化チタン：０．５質量部
（アナターゼ形の結晶性を有するメタチタン酸を表面処理したもの。）
【０１１９】
　（粉体粒子の製造例４）
　シリカ添加量を１．０質量部に、酸化チタン添加量を０．２質量部に変更する以外は粉
体粒子の製造例３と同様にして粉体処理粒子Ｂ－２を得た。
【０１２０】
　〔実施例１〕
　図１に示した熱処理装置を用い、図３の旋回部材を用い、粉体粒子供給手段を図５の８
分割とし、粉体粒子導入方向の垂直角α＝１０°、水平角度β＝９０°になるように調整
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し粉体粒子の熱処理を行った。尚、熱処理装置本体の内径はΦ４５０ｍｍ、センターポー
ルの外径はΦ３３０ｍｍ、装置の天板から底面までの高さは１３５０ｍｍとした。
【０１２１】
　更に、冷風は、図１に示したように３段で供給し、１段目、２段目の冷風は接線方向に
４分割に供給し、３段目の冷風は接線方向に３分割で供給した。
【０１２２】
　以上の装置構成を装置構成１とする。
【０１２３】
　上記装置構成１にて、粉体処理粒子Ａ－１を用い、供給量を１５０ｋｇ／ｈｒとし、平
均円形度０．９７０のトナー粒子を得るように運転条件を調整し熱処理を行いトナー粒子
ａ－１を得た。
【０１２４】
　この時の運転条件は、熱風温度１７５℃、熱風流量２７．０ｍ3／ｍｉｎ、冷風温度が
－５℃、高圧エア供給ノズルから供給されるインジェクションエア流量がそれぞれ１．７
５ｍ3／ｍｉｎであった。
【０１２５】
　また、１段目の冷風は、６．０ｍ3／ｍｉｎを４分割し、それぞれ１．５ｍ3／ｍｉｎの
冷風を処理室内に供給した。また、２段目の冷風は、２．０ｍ3／ｍｉｎを４分割し、そ
れぞれ０．５ｍ3／ｍｉｎの冷風を処理室内に供給した。さらに三段目の冷風は、４．２
ｍ3／ｍｉｎを３分割で供給し、それぞれ１．４ｍ3／ｍｉｎの冷風を処理室に供給した。
【０１２６】
　以上の運転条件を運転条件Ｒ－１とする。
【０１２７】
　このとき得られたトナー粒子ａ－１は、重量平均粒径（Ｄ４）が６．８μｍ、粒径４．
０μｍ以下の粒子が２５．３個数％、粒径１０．０μｍ以上の粒子が３．８体積％であり
、粗大な粒子が非常に少ないトナー粒子であった。
【０１２８】
　更に、ＦＰＩＡ３０００にて円形度が０．９９０以上の粒子の頻度を測定した結果、そ
の値は２９．０（％）であり、非常に均一性に優れたトナー粒子が得られた。
【０１２９】
　次に、粉体処理粒子Ｂ－１を用い、運転条件Ｒ－１のまま熱処理を行った。得られたト
ナーの、平均円形度は０．９６３であり十分な熱処理を行うことができなかった。また、
その時の重量平均粒径（Ｄ４）が６．８μｍ、粒径４．０μｍ以下の粒子が２６．４個数
％、粒径１０．０μｍ以上の粒子が１．２体積％であった。
【０１３０】
　次に、同様に粉体処理粒子Ｂ－１を用い、同様に供給量を１５０ｋｇ／ｈｒとし、平均
円形度０．９７０のトナー粒子が得られるように運転条件Ｒ－１において熱風温度のみを
調整して熱処理を行った。この時熱風温度は１８５℃必要であった。
【０１３１】
　引き続き、同様に粉体処理粒子Ｂ－１を用い、供給量を１５０ｋｇ／ｈｒとし粉体粒子
導入方向をα＝－１５°、β＝４５°と変更して、平均円形度０．９７０のトナー粒子を
得るように運転条件を調整し熱処理を行いトナー粒子ｂ－１を得た。
【０１３２】
　この時の運転条件は、粉体粒子の導入方向以外は、運転条件Ｒ－１と同様であった。こ
の運転条件をＱ－１とする。
【０１３３】
　得られたトナー粒子ｂ－１は、重量平均粒径（Ｄ４）が６．６μｍ、粒径４．０μｍ以
下の粒子が２７．２個数％であり、粒径１０．０μｍ以上の粒子が４．３体積％であった
。
【０１３４】
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　また、トナー粒子ａ－１とトナー粒子ｂ－１の粗粉量の差Δｓ（体積％）をとると、０
．５体積％となり、本実施例の装置構成では、原料である粉体粒子の変更に関わらず安定
した結果となった。
【０１３５】
　また、粉体粒子Ａ－１を運転条件Ｒ－１で１時間運転後、粉体粒子Ｂ－１を運転条件Ｑ
－１で１時間運転後の装置内の融着状況を確認したところ、融着物が全く認められないレ
ベルであった。
【０１３６】
　得られたトナー粒子ａ－１、ｂ－１及び、その運転状況を、以下の項目について評価し
た。結果を表１に示す。
【０１３７】
　＜円形度が０．９９０以上の粒子の頻度に対する評価＞
　トナー粒子ａ－１、及びトナー粒子ｂ－１について、円形度が０．９９０以上の粒子の
頻度ｓ（％）をトナー粒子の形状均一性の指標とし、以下の基準で評価した。
Ａ：ｓ＜３０．０
Ｂ：３０．０≦ｓ＜３５．０
Ｃ：３５．０≦ｓ＜４０．０
Ｄ：４０．０≦ｓ＜４５．０
Ｅ：４５．０≦ｓ
【０１３８】
　＜粗粉量に対する評価＞
　熱処理前の粉体粒子と、熱処理後のトナー粒子中の１０．０μｍ以上の粒子の割合の差
Δｍ（体積％）を、熱処理における粗大な粒子増減の指標として用い、下記の基準で判断
した。
Ａ：Δｍ＜５．０
Ｂ：５．０≦Δｍ＜１０．０
Ｃ：１０．０≦Δｍ＜１５．０
Ｄ：１５．０≦Δｍ＜２０．０
Ｅ：２０．０≦Δｍ
【０１３９】
　＜原料である粉体粒子の比重変更を行った際の粗粉量の変化量に対する評価＞
トナー粒子ａ－１、及びトナー粒子ｂ－１の粗粉量の差Δｐ（体積％）をとり、原料であ
る粉体粒子変更時の安定生産性の指標とし、下記の基準で判断した。
Ａ：２．０＜Δｐ
Ｂ：２．０≦Δｐ＜４．０
Ｃ：４．０≦Δｐ＜６．０
Ｄ：６．０≦Δｐ＜８．０
Ｅ：８．０≦Δｐ
【０１４０】
　＜装置内融着に関する評価＞
　粉体処理粒子Ａ－１を用いて１時間処理後、及び粉体処理粒子Ｂ－１を用いて１時間処
理を行った後の夫々について、工業用ビデオスコープ「ＩＰＬＥＸ　ＳＡ　ＩＩ　Ｒ」（
オリンパス社製）のスコープ部を熱処理装置側面の点検口（不図示）から挿入し、装置内
の融着状況を確認し、下記の基準で判断した。
Ａ：融着物が全く認められないレベル
Ｂ：融着物が僅かに認められるが、運転上支障のないレベル
Ｃ：融着が認められるが、運転上支障のないレベル
Ｄ：融着が認められ、運転を中止する必要があるレベル
Ｅ：大きな融着物が認められ、運転を中止する必要があるレベル
【０１４１】
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　〔実施例２〕
　実施例１において、粉体処理粒子Ａ－１を粉体処理粒子Ａ－２へ、粉体粒子Ｂ－１を粉
体粒子Ｂ－２へ変更する以外は実施例１と同様にしてトナー粒子ａ－２、トナー粒子ｂ－
２を製造し、同様の評価を行った。運転条件、評価結果を表１に示す。
【０１４２】
　〔実施例３〕
　装置構成１において、図１に示した熱処理装置の規制手段５を取り除いた装置構成２を
用いる以外は実施例２と同様にして、トナー粒子ａ－３、トナー粒子ｂ－３を製造し、同
様の評価を行った。運転条件、評価結果を表１に示す。
【０１４３】
　〔実施例４〕
　装置構成２において、図１に示した熱処理装置の２段目の冷風供給手段４－２を無くし
、供給する冷風を２段とした装置構成３を用いる以外は実施例３と同様にして、トナー粒
子ａ－４、トナー粒子ｂ－４を製造し、同様の評価を行った。
【０１４４】
　尚、このときの運転条件は、２段目の冷風を供給しなかった以外は運転条件Ｒ－１及び
Ｑ－１と同様にした。運転条件、評価結果を表１に示す。
【０１４５】
　〔実施例５〕
　装置構成３において、図１に示した熱処理装置の３段目の冷風供給手段４－３を無くし
、供給する冷風を１段とした装置構成４を用いる以外は実施例４と同様にして、トナー粒
子ａ－５、トナー粒子ｂ－５を製造し、同様の評価を行った。
【０１４６】
　尚、このときの運転条件は、２段目、３段目の冷風を供給しなかった以外は運転条件Ｒ
－１及びＱ－１と同様にした。運転条件、評価結果を表１に示す。
【０１４７】
　〔実施例６〕
　装置構成４において、図１に示した熱処理装置の１段目の冷風の分割数を２分割とした
装置構成５を用いる以外は実施例５と同様にして、トナー粒子ａ－６、トナー粒子ｂ－６
を製造し、同様の評価を行った。
【０１４８】
　尚、このときの運転条件は、１段目の冷風６．０ｍ3／ｍｉｎ．を２分割し、２段目、
３段目の冷風を供給しなかった以外は運転条件Ｒ－１及びＱ－１と同様にした。運転条件
、評価結果を表１に示す。
【０１４９】
　〔実施例７〕
　装置構成５において、図１に示した熱処理装置の１段目の冷風を分割せず、１方向とし
た装置構成６を用いる以外は実施例６と同様にして、トナー粒子ａ－７、トナー粒子ｂ－
７を製造し、同様の評価を行った。
【０１５０】
　尚、このときの運転条件は、１段目の冷風６．０ｍ3／ｍｉｎとし、２段目、３段目の
冷風を供給しなかった以外は運転条件Ｒ－１及びＱ－１と同様にした。運転条件、評価結
果を表１に示す。
【０１５１】
　〔実施例８〕
　装置構成６の装置構成において、運転条件を、原料導入方向をα＝－４０°／β＝４５
°とする以外は実施例７と同様の運転条件にて、粉体処理粒子Ａ－２を用い、供給量１５
０ｋｇ／ｈｒとし、熱処理を行いトナー粒子ａ－８を得た。
【０１５２】
　次に、粉体処理粒子Ｂ－２を用い、同様に供給量を１５０ｋｇ／ｈｒとし、平均円形度
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０．９７０のトナー粒子が得られるように熱風温度のみを調整して熱処理を行った。この
時熱風温度は１８５℃必要であった。
【０１５３】
　引き続き、同様に粉体処理粒子Ｂ－２を用い、供給量を１５０ｋｇ／ｈｒとし粉体粒子
導入方向をα＝４０°、β＝－１５°と変更して、平均円形度０．９７０のトナー粒子を
得るように運転条件を調整し熱処理を行いトナー粒子ｂ－８を得た。この時の熱風温度は
１８５℃であった。運転条件、評価結果を表１に示す。
【０１５４】
　〔参考例９〕
　装置構成６の装置構成において、運転条件を、原料導入方向をα＝５０°／β＝５０°
とする以外は実施例７と同様の運転条件にて、粉体処理粒子Ａ－２を用い、供給量１５０
ｋｇ／ｈｒとし、熱処理を行いトナー粒子ａ－９を得た。
【０１５５】
　次に、粉体処理粒子Ｂ－２を用い、同様に供給量を１５０ｋｇ／ｈｒとし、平均円形度
０．９７０のトナー粒子が得られるように熱風温度のみを調整して熱処理を行った。この
時熱風温度は１８５℃必要であった。
【０１５６】
　引き続き、同様に粉体処理粒子Ｂ－２を用い、供給量を１５０ｋｇ／ｈｒとし粉体粒子
導入方向をα＝－５０°、β＝－２５°と変更して、平均円形度０．９７０のトナー粒子
を得るように運転条件を調整し熱処理を行いトナー粒子ｂ－９を得た。この時の熱風温度
は１８５℃であった。運転条件、評価結果を表１に示す。
【０１５７】
　〔比較例１〕
　図７に示した熱処理装置で、粉体粒子を熱処理した。
【０１５８】
　図７の熱処理装置における、粉体粒子供給手段１０は、その上流に旋回室（不図示）を
具備しているため、粉体粒子は旋回しながら熱処理室１５に導入される。導入された粉体
粒子は、熱風供給手段１１から供給される熱風により、熱処理される。
【０１５９】
　冷風の供給方法は、第一の冷風供給手段１２から接線方向より旋回しながら吹き込まれ
、垂直案内羽根、及び冷却規制板（いずれも不図示）によって熱処理室軸中心方向に沿っ
て垂直スリット状に吹き出される。また、第二の冷風供給手段１２－２から、冷風を旋回
させながら導入することにより、熱処後の粉体粒子を冷却する。
【０１６０】
　尚、本比較例の熱処理装置では、装置外周部にジャケット構造が設けられており、冷却
水入口１３から冷媒が導入され、冷却水出口１４から排出される。
【０１６１】
　以上の装置構成を装置構成７とする。
【０１６２】
　上記装置構成にて、粉体粒子の供給量を１５０ｋｇ／ｈｒとし、平均円形度０．９７０
のトナー粒子を得るために、熱風温度２５０℃、熱風流量２７．０ｍ3／ｍｉｎ．で粉体
粒子を熱処理した。このときの運転条件は、冷風温度が－５℃、高圧エア供給ノズルから
供給されるインジェクションエア流量が３．５ｍ3／ｍｉｎ．であった。また、１段目の
冷風は、６．０ｍ3／ｍｉｎ．の冷風を処理室内に供給した。また、第二の冷風は、４．
２ｍ3／ｍｉｎ．の冷風を処理室に供給した。
【０１６３】
　トナー粒子Ａ－２を用い上記運転条件にて、１時間処理行いトナー粒子ａ－１０を得た
。その後、原料を粉体粒子Ｂ－２に変更し、同様にして１時間処理を行にトナー粒子ｂ－
１０を得た。運転条件、評価結果を表１に示す。
【０１６４】
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　〔比較例２〕
　図８に示した熱処理装置の熱風供給手段と粉体粒子供給手段を図７に示したように改造
した以外は上記装置構成７と同様の装置構成で、粉体粒子を熱処理した。
【０１６５】
　図８に示した熱処理装置では、熱風は熱風供給手段１６から旋回しながら供給される。
また、粉体粒子は、熱風供給手段の外側に位置する粉体粒子供給手段１７から、熱風と逆
方向に旋回供給される。
【０１６６】
　以上の装置構成を装置構成８とする。
【０１６７】
　上記装置構成にて、粉体粒子Ａ－２を用い供給量を１５０ｋｇ／ｈｒとし、平均円形度
０．９７０のトナー粒子を得るために、熱風温度２７０℃、熱風流量２７．０ｍ3／ｍｉ
ｎ．で粉体粒子を熱処理した。このときの運転条件は、冷風温度が－５℃、高圧エア供給
ノズルから供給されるインジェクションエア流量が３．５ｍ3／ｍｉｎ．であった。また
、１段目の冷風は、６．０ｍ3／ｍｉｎ．の冷風を処理室内に供給した。また、第二の冷
風は、４．２ｍ3／ｍｉｎ．の冷風を処理室に供給した。
【０１６８】
　粉体粒子Ａ－２を用い上記運転条件にて、１時間処理行いトナー粒子ａ－１１を得た。
次に、原料を粉体粒子Ｂ－２に変更し、同様にし１時間処理を行いトナー粒子ｂ－１１を
得た。運転条件、評価結果を表１に示す。
【０１６９】
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【表１－１】

【０１７０】
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【表１－２】

【符号の説明】
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【０１７１】
　１：熱処理が行われる円筒形状の処理室、２：粉体粒子供給手段、３：熱風供給手段、
３ａ：熱風供給手段出口部、４：冷風供給手段、４－１：一段目の冷風供給手段、４－２
：二段目の冷風供給手段、４－３：三段目の冷風供給手段、５：粉体粒子の流れを規制す
るための規制手段、６：回収手段、７：円錐状部材、８：旋回部材、９：旋回部材のブレ
ード、１０：比較例１の粉体粒子供給手段、１１：比較例１の熱風供給手段、１２：比較
例１の第一の冷風供給手段、１２－２：比較例１の第二の冷風供給手段、１３：比較例１
の冷却水入口、１４：比較例１の冷却水出口、１５：比較例１の熱処理室、１６：比較例
２の熱風供給手段、１７：比較例２の粉体粒子供給手段、１８：粉体粒子

【図１】 【図２】
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【図３】

【図４】

【図５】

【図６】

【図７】 【図８】
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